2014人事院勧告･報告の特徴と賃金確定闘争の展開
１．今年度の給与改定について
２．基本賃金・諸手当に関する要求について
３．給与制度の総合的見直しについて
４．労働時間・休暇制度の改善について

５．女性労働者の労働条件改善について
６．臨時・非常勤・嘱託・パート職員等について

７．組織・機構・定数等について

８．自治体財政の見通しについて

新たな人事評価制度に対する取り組み
